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新エネ・EVモビリティで実現する函館発回遊ネットワーク構想 
～多様なエネルギーを活かす自立型地域を目指して～ 

対象地域 函館市 

代表提案者 株式会社テーオー小笠原 

協同提案者 三菱重工業株式会社、三菱自動車工業株式会社、 

株式会社ＪＴＢコーポレートセールス、函館自動車工業株式会社 

対象分野 

（まち・住まい・交通） 
交通、まち 

平成24年度まち・住まい・交通の創蓄省エネルギー化モデル構築支援事業 
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【１ 構想策定の背景・目的】 

国内でも有数の観光都市として知られ、さらに平成27年には新幹線の延伸も控え、都市として
の更なる魅力アップが期待される函館市ではあるが、地域課題も顕在化しつつある。 

• 東西間を結ぶ公共交通機関
の拡充 

• 交通諸問題の解決 
• 交通渋滞の解消 
• 駐車場の確保   等 

 
• 新幹線延伸効果の取り込
みに向けた打ち手づくり 

• 交通拠点と観光拠点間の
ダイレクトアクセス手段の
構築 
 
 

• 人口減少への対策 
• 防災拠点の機能強化 
• 観光産業の更なる活性化 

• 広域観光の促進 
• 若年世代向け観光コンテン
ツの開発 

• 冬季における観光需要の
拡大 

地域課題の顕在化 

まち 交通 

（１）ＥＶシェアリングを核としたエネルギーネットワーク構築  
（２）多機能エネルギーステーションの構築による創蓄省エネ化推進  

 「新エネ・EVモビリティで実現する函館発回遊ネットワーク構想」の実現へ  

地域のポテンシャルを生かしながら、多様な創蓄省エネ対策による課題解決を図り、 
「訪れたい」「滞在したい」「住みたい」と思わせる地域づくりの形を提案 

プロジェクト推進における課題を官民連携にて解決 

地域課題を解決する２つのリーディングプロジェクトの推進 

「これまでにない」は、やや言
いすぎと思い、削除しました。 
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【1 構想策定の背景・目的】 

地域特性と地域課題を踏まえた６つの提案要素を抽出 

地域特性 地域課題 具体的事業内容 提案要素 

日本有数の 
観光都市 

交通拠点と観光拠
点間のダイレクトア
クセス手段の構築 陸・海・空の 

交通インフラ 
が整備済 
北海道新幹線 
延伸予定 

東西間を結ぶ 
公共交通機関 
が拡充 

人口減少への対
策 

交通拠点及び観光拠点にシェアリングポートを 
配置した、乗捨て型カーシェアリングによる 
ダイレクトアクセスの交通手段を実現 
また、EVを低コストで運用する手段を確立 

ちょっと暮らしin函館（※）等との連携による、 
移住者向けカーシェアリングを実施し、移住 
者へ住環境を整備 

公共施設等をカーシェアリングステーション 
及び地域エネルギー施設として活用し、系 
統連系を実現 
また、災害時等の非常用電源としてEVを活 
用 

 防災拠点の 
 機能強化 

地域 
エネルギー 
施設との連携 
（系統連系） 

 鉄道（回生） 
 電力の蓄電 
 利用 

非常用 
電源として 
のEV活用 

EVカーシェア 
リング 

交通渋滞等の 

交通諸課題（交
通渋滞の解消、駐
車場の確保等） 

交通電化及び公共交通の利用促進を促し、 
ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄを実現 

モーダルシフト 

太陽光エネルギー 
のポテンシャルが 
大きい 

太陽光発電の導入及び活用による、エネ 
ルギーの地産地消を促進 

再生可能エネルギー活用の推進 

観光産業の更なる
活性化 

※函館の暮らしを体感してもらう為、長期滞在に対応した施設を函館市定住化サポートセンターが紹介するもの 
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【2 構想の全体像】 

６つ提案要素をモビリティとエネルギーステーションの２つのリーディングプロジェクトに集約 

鉄道の回生電力を蓄電し、 
これをEVの動力として適用 
することで、EVを低コストで 
運用する手段を確立 
 
 
 
 
 
 
 
 

太陽光発電ポテンシャル 
を活かした太陽光発電 
の導入及び活用による、 
エネルギーの地産地消 
を促進 

④再生可能エネルギー 
活用の推進 

1)観光拠点にシェアリング 
ポートを配置した、乗捨て型 
カーシェアリングによるダイレ 
クトアクセスの交通手段を 
実現（函館山にEVのみ乗り 
入れ可能にする等の施策と 
 あわせて実施） 

①ＥＶｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ 

2)ちょっと暮らしin函館等と 
の連携による、移住者向け 
カーシェアリングを実施し、 
移住者の住環境を整備 
（病院や市電等公共交通 
 へのアクセス手段を提供） 

公共施設等をカーシェアリ 
ングステーション及び地 
域エネルギー施設として 
活用し、系統連系を実現 

⑤地域ｴﾈﾙｷﾞｰ施設 
との連携 

災害時等の非常用 
電源としてEVを活用 

②非常用電源としての 
EV活用 

⑥鉄道（回生）電力の 
蓄電利用 

③ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ 

交通電化及び公共交通の 
利用促進を促し、ﾓｰﾀﾞﾙｼ 
ﾌﾄを実現 

（２）多機能エネルギーステーションの構築による創蓄省エネ化推進 

（１）ＥＶシェアリングを核としたエネルギーネットワーク構築 

ＥＶ 
 
 
シェアリングポート 
 
 
エネルギーステーション 
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【2 構想の全体像】 

回遊ネットワーク構想を実現する２つのリーディングプロジェクトの概要 

（１）ＥＶシェアリング 
を核としたエネルギー 
ネットワーク構築 

©MRI 

他との連携 

概要 

立地 

主要設備 エリア管理システム、利用者操作パネル（キー
BOX）、充電設備、駐車スペース 

太陽光発電の設置や近隣事業所等とのエネルギ
ー融通、鉄道回生電力の蓄電利用等により、地域
エネルギーの利用効率向上を図る。非常時の学術
施設等における電源確保が可能で、地域防災拠点
として活用 

道の駅／公共交通の結節点／主要観光地 

利用者がEV等を借出/返却/乗継するモビリティ・シ
ェアリング拠点。地域住民の運営サポートへの参画
による地域コミュニケーションの活性化が期待可能。 
また、マルチ充電ステーションとしても機能 

他との連携 

概要 

対象ｴﾘｱ 

主要設備 車両（ＥＶ等）、ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ｼｪｱﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

観光地や公共交通との連携によりシェアリングカー
の優先駐車や乗り換え割引等を行い、利便性を向
上させ、移住者向け施策等の活性化を図る。また、
災害時等にはEVを非常用電源として活用 

函館市内及び道南地域 

ＥＶを中心としたマルチモビリティシェアリングシステ
ム。観光を主目的とした域内回遊（近距離）と拠点
間移動に利用（拠点間移動の際は、航続距離・充
電時間のロスを補うため、中継拠点(道の駅等）での
乗り継ぎも可能）。また、地域住民及び地元企業が
活用する新たな公共交通としても機能 

利用者向 運営者向 

（２）多機能エネルギー 
ステーションの構築 
による創蓄省エネ化 

推進 

1)EV 2) 超小型EV 3)シニアカー 4)Segway 5)Bicycle 
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【3 構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
 （１）ＥＶシェアリングを核としたエネルギーネットワーク構築 

ＥＶシェアリングを核としたエネルギーネットワーク構築 
  ⇒域内回遊と拠点間移動をスマートに実現するモビリティシェアリングネットワーク 

目的地② 

域内回遊 
 
主に函館市内等、限定し
たエリアでの利用（ちょい
乗り）を想定。 
観光地のシェアリングポー
トには超小型EV等を配備
し、これに乗り換えての周
遊を可能とする。 
また、「観光客」による利
用だけでなく、地元企業の
敷地や郊外住宅地などに
もシェアリングポートを設
け、「地元企業」や「地域
住民」の足としても活用し
稼働率の向上を図る。 

説明 

拠点間移動 
 
函館市や道南地域の観光
拠点間の移動を想定。 
長距離走行となることによ
るEVの航続距離の短さ・
充電時間によるロスを補う
ため、道の駅等に中継拠
点となるエネルギーステー
ションを設け、目的地まで
の乗り継ぎを可能とするこ
とで利便性の向上を図る。 

※公共交通との乗り継ぎは共通カードの使用を可能とし利便性を高める 

乗継 
（道の駅） 

シェアリングポート 
（函館山） 

シェアリングポート 
（五稜郭） 

シェアリングポート 
（湯の川温泉） 

乗継 
（道の駅） 

目的地① 

乗継 
（道の駅） 

乗継 
（道の駅） 

商店街 

観光地 

域内回遊 拠点間移動 

エネルギーステーション 
（函館駅） 

シェアリングポート 
（郊外住宅地） 

シェアリングポート 
（地元企業） 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Hakodate_Goryokaku_Panorama_1.JPG
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Heiseikan_Kaiyotei_Yunokawa_Onsen_Hakodate_Hokkaido_Japan07s5.jpg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Komagatake_dusk.jpg
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【3 構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
 （１）ＥＶシェアリングを核としたエネルギーネットワーク構築 

エネルギーステーション 
（場所：函館駅、函館空港） 
 設備（一箇所あたり）： 
   ・利用者操作パネル × １ 
   ・シェアリングカー専用駐車マス×５ 
   ・PV付急速充電器 ×１ 
   ・普通充電器 ×４ 
   ・VtoX装置 ×１ 

シェアリングポート 
（場所：函館山（ﾛｰﾌﾟｳｪｲ乗り場/山頂） 
     五稜郭公園 
     湯の川温泉 
     トラピスチヌ修道院） 
 設備（一箇所あたり）： 
   ・利用者操作パネル ×１ 
   ・シェアリングカー専用駐車マス×３ 
   ・普通充電器 ×２ 
   ・超小型EV・自転車駐車スペース（※） 
   （※函館山（山頂）以外に設置）     

モビリティ 
 ・EV（MMC i_Miev) × 10台 
  （EV対応車載器・ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ搭載） 
 ・超小型EV × 12台 
 ・電動アシスト自転車×20台 

鉄道回生電力回収実験設備 
（場所：函館市電車両基地） 
 設備： 
   ・試験用車輌 
   ・鉄道回生電力回収装置 
   ・VtoX装置 
   ・その他実験設備 
 

PVで発電した電力・EVの蓄電した電力
については、駅近隣の宿泊施設の非常
時の電源としても活用する。 

エネルギーステーション、シェアリングポ
ートでは車の乗り換え、乗り捨てが自由
にできる（車の利用状況、シェアリングカ
ーの位置等は、システムにてリアルタイ
ムに把握し、需要予測、デマンドレスポ
ンス等の手法を用い、かたよりがでない
よう制御する） 

シェアリングカーに搭載したナビゲーシ
ョンにて近隣の商店街や商業施設等の
広告発信・誘導を行う。 
（誘導先には専用駐車マスを確保） 

函館空港では、空港設備（電動フォーク等）と
もエネルギー連携させる。 

ＥＶ 
 
 
シェアリングポート 
 
 
エネルギーステーション 
 

設備概要 

平成25年度にまず函館市内でモデル事業を立ち上げ、段階的に道南地域に拡大 

函館市電の車輌基地には鉄道回生電力回収
の為の実験設備を設置する（将来的には函館
駅等の設備に反映） 

函館山（山頂）にはシェアリングカーのみ入山
できるようにし、登山道路の入り口にバーゲー
トもしくは可動式ボラードを設置する（認証は
ETCで実施） 

シェアリングポート周辺については電動
アシスト自転車もしくは超小型EVにて周
遊 
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【3 構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
 （２）多機能エネルギーステーションの構築による創蓄省エネ化推進 

多機能エネルギーステーションの構築による創蓄省エネ化推進 
  ⇒地域防災拠点としても機能するエネルギー・コミュニティ・モビリティ拠点を構築 

エネルギーステーション（イメージ） 

シェアリングポート（イメージ） 

エネルギーステーションはマ
ルチ充電ステーションとして
機能し、地域特性に応じた
構成を取る。これを制御する
交通・エネルギー管理シス
テムはシェアリングシステム
と連携し、充電設備利用状
況等の情報を提供 

交通・エネルギー管理システム 
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【3 構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
 （２）多機能エネルギーステーションの構築による創蓄省エネ化推進 

発電・蓄電した電気を売電 

エネルギーステーションの地域のエネルギー・コミュニティ・モビリティの中心となる特性を最大限に活かし、 
公設民営の運営モデルを確立 

周辺施設運営者 

観光組合・ホテル組合・商工会議所（商店街） 

シェアリング事業者 

カルチャースクール・イベント運営者 

行政 

 
エネルギーステーション 

運営事業者 
  

売電収入 

売電収入 
施設利用料 

発電・蓄電した電気を売電 
専用駐車マス・休憩スペース等
を提供 

広告収入 

地域防災拠点として整備費（イニシ
ャル費）を補助・土地等を提供 

設備費用 施設利用料 

モビリティステーションに到来し
た車両に対し、広告を配信、ナ
ビゲーションにて誘導 

イベント会場等として場所を
提供 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Komagatake_dusk.jpg
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【3 構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
 ■事業モデルとしての全体像 

２つのリーディングプロジェクトを異業種連携により持続性のあるスキームで推進 
 ⇒事業主体となるシェアリング事業者とエネルギーステーション運営事業者にとって魅力あるモデルを構築 

イニシャル 
＜支出削減＞ 
○国からの導入支援（ＥＶ
補助金）活用を検討 
○1ｼｪｱﾘﾝｸﾞ事業者で、大
量のｼｪｱﾘﾝｸﾞ車両を抱え
るのは困難で、リスクも大
きいため、複数事業者の
連携体制を構築する（事
業者が既に保有している
ｼｽﾃﾑはできるだけ活用し、
交通・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼｽﾃﾑ
で情報連携を図ることで、
ｼｽﾃﾑ構築費用を軽減） 
 
ランニング 
＜収益増加＞ 
○旅館や商業施設と連
携し、ﾕｰｻﾞとの接点を増
やす（ｼｪｱﾘﾝｸﾞ事業者が
車両貸与して展開する
等） 
○ﾂｱｰ会社からの運営委
託等安定した収益が確保
できるようなﾓﾃﾞﾙを構築 
○交通・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼｽ
ﾃﾑにて運用支援すること
で、公共交通やﾓﾋﾞﾘﾃｨｽﾃ
ｰｼｮﾝとの情報連携にさせ、
稼働率を向上させる。 

ｴﾈﾙｷﾞｰｽﾃｰｼｮﾝ運営者 

イニシャル 
＜支出削減＞ 
○国からの導入支援（防
災・充電器設置補助金）
活用を検討 
 
ランニング 
＜支出削減＞ 
○電気料金 
ｽﾃｰｼｮﾝ内に設置するＰＶ
等による発電、施設利用
者への売電、EVの運用
等を交通・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼ
ｽﾃﾑによるｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞ
ﾒﾝﾄ（ﾋﾟｰｸｶｯﾄ・ｼﾌﾄ）にて
運用ｺｽﾄを抑える。 
○土地代 
国有地利用により運用ｺｽ
ﾄ（道の駅）を抑える。 
 
＜収益増加＞ 
○ｼｪｱﾘﾝｸﾞ事業者からの
施設利用料（売電含む）と
ともに、周辺施設運営者
への売電、周辺商店街や
旅館の広告宣伝と誘因、
ｲﾍﾞﾝﾄの誘致等で収益を
あげる。 
 
 

ｼｪｱﾘﾝｸﾞ事業者 

エネルギーステーション運営事業者 
＜公設民営方式等の施設運営＞ 

シェアリング事業者 
＜函館自動車工業他、複数事業者による連携＞ 

 

交通・エネルギー 
管理システム 

 

＜㈱ＪＴＢｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾｰﾙｽ＞ 
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【3 構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
 ■構想実現に向けたスケジュール 

函館市を起点に実現可能なものから段階的に立ち上げ、最終的には道南全域に展開 

大工程 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2013 

1st STEP 2nd STEP 3rd STEP 

●道南地域への発展 

  ・函館・大沼エリア 

（整備新幹線との連携） 

●本格展開 

  ・道南（18自治体）への展開 

●モデルPJ立上げ 

  ・函館地区 

（２）多機能エネルギー 
ステーションの構築による 
創蓄省エネ化推進 

（１）ＥＶシェアリングを 
核としたエネルギー 
ネットワーク構築 

Bicycle 
（20台） 

EV 
（10台）※1 

超小型EV 
（～240台） 

（法制度化を待ち） 
Segway（～100台） 

市内数カ所 
での実験的運用 
（函館駅、函館空港、 
湯の川温泉、五稜郭、 
函館山、トラピスチヌ 

修道院） 

EV（～200台）※2 
(PHV・PHEV含む） 

Bicycle 
（～400台） 

シニアカー 
（～100台） 

随時追加 

鉄道回生エネルギー 
利用のＦＳ・実証実験 

道南全域での本格的・導入・運用 

超小型EV 
（12台） 

施設運営のあり方検討 

函館周辺エリア 
数十カ所での本格運用 

（周辺道の駅 
との連携、マルチ充電 
ステーションとしての 

運用開始） 

構 
想 
具 
体 
化 
・ 
準 
備 
期 
間 

※1:立上時、実験的に運用する台数（初期値） 
※2:将来観光客入込数500万人として、利用想定3％（150台）。更に、地元企業及び地域住民の利用を考慮して+α し、200台を目標値とした。 

（）内は計画台数 
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【4 まとめ（構想の実現に向けて）】 

構想実現にあたっては、以下の課題を官民連携により解決することが重要 

『新
エ
ネ
・EV

モ
ビ
リ
テ
ィ
で
実
現
す
る
函
館
発
回
遊
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
想
』の
実
現
へ 

項目 課題 課題に対する対応方針、対応策 

（１）ＥＶシェアリングを核と
したエネルギーネットワーク
構築 

事業立上費（イニシャル費）の
捻出 

以下の国費（補助金）活用を検討する。 
 ○「地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及」 
 ○「超小型モビリティの導入促進」 

規制緩和等、ＥＶ利用を促進す
るインセンティブの創出 

行政と協議の上、以下を実現を目指す。 
 ○観光地（函館山等）のEVの入場規制緩和 

 ○公共設備等でのEV優先駐車マスの確保 

既存事業（レンタカー事業等）
との棲み分け 

 

競合可能性のある既存事業（レンタカー事業・タクシー事業）について、
今後の公共交通としてありかたも踏まえ、事業者間での棲み分け等
の調整を行う。 

乗り捨て型カーシェアリングの
実現 

地元警察との調整を行う。 

（２）多機能エネルギーステ
ーションの構築による創蓄
省エネ化推進 

事業立上費（イニシャル費）の
捻出 

（エネルギーポテンシャル調査
を含む） 

以下の国費（補助金）活用を検討する。 

 ○ 「地域に根差した再生可能エネルギー等のベストミックス 

    のコーディネートによる環境負荷の低減・地域活性化の推進」 
 ○「官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業」 
 ○「次世代エネルギー技術実証事業費補助金」 

鉄道回生エネルギー利用の目
途付け 

以下の国費の活用を検討し、函館市企業局とも連携し鉄道回生エネ
ルギーの回収・利用実証を行い、適用条件等を整理する。 
 ○ 「エコレールラインプロジェクト」 

公設民営方式等の施設運営
のあり方検討 

 

多機能エネルギーステーションの地域防災拠点としての性格も踏まえ
た施設運営のあり方について官民で協議するテーブルを作り、検討
する。 
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【参考：構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
  ＥＶシェアリングを核としたエネルギーネットワーク構築 
 

道南地域への展開には道の駅を有効活用、共通カードでの貸出・精算を可能とし利便性を高める。 

駅 

公共交通・送迎バス 

旅館 

観光地小域内 

                   自転車・超小型ＥＶは域内 
                   周遊移動 

 

空港 

                   ＥＶは域外周遊広域 
                   シェアリング             

 

道の駅 

観光地小域内 

                   自転車・超小型ＥＶは域内 
                   周遊移動 

 

              乗捨て、乗継 ＥＶシェア 
              リングポイント    

 

公共交通・送迎バス 

これらの貸出、精算を 共通カード（仮：おでかけＣａｒｄ）で展開する。 

http://www.keikyu.co.jp/company/%E6%97%A5%E7%94%A3%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%95%E3%80%80%E3%83%9B%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%88%E3%83%91%E3%83%BC%E3%83%AB.jpg
http://www.keikyu.co.jp/company/%E6%97%A5%E7%94%A3%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%95%E3%80%80%E3%83%9B%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%88%E3%83%91%E3%83%BC%E3%83%AB.jpg
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【参考：構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 

項目 内容 

プロジェクトの内容（構想全
体における位置づけ含め） 

ＥＶを中心としたマルチモビリティシェアリングシステム。主に観光を目的とした域内回遊（近距
離）と拠点間移動に利用（拠点間移動の際は、航続距離・充電時間のロスを補うため、中継拠点
(道の駅等）での乗り継ぎも可能） 

実施予定時期 平成25年度～ 

想定実施箇所（場所） 函館市～函館・大沼エリア～道南全域に順次拡大 

想定実施主体（実施体制） 
 

EVカーシェアリング事業者 

（函館自動車工業他、複数事業者による連携） 

実現に向けての手順 構想実現に向けたスケジュール（P11）参照 

想定事業規模 EV・超小型EV他、数十台規模のモビリティ配備から開始 

本格運用時は、EV200台を含む、P12の記載台数を目標値とする 

想定事業効果 公共交通との共存による公共交通利用の推進（モーダルシフト） 
観光地・商店街等への観光客呼び込みによる地域活性化 等 

実施に向けての課題 

 

事業立上費の捻出／規制緩和等、EV利用を促進するインセンティブ付与 

／既存事業（レンタカー事業等）との棲み分け 

【プロジェクト①：ＥＶシェアリングを核としたエネルギーネットワーク構築】 
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項目 内容 

プロジェクトの内容（構想全
体における位置づけ含め） 

太陽光発電の設置や近隣事業所等とのエネルギー融通、鉄道回生電力の蓄電利用等により、
地域エネルギーの利用効率向上を実現するエネルギーステーション。利用者がEV等を借出/返
却/乗継するモビリティ・シェアリング拠点となる。 

実施予定時期 平成25年度～ 

想定実施箇所（場所） 函館市～函館・大沼エリア～道南全域に順次拡大 

 

想定実施主体（実施体制） 
 

公設民営方式等の施設運営 

実現に向けての手順 構想実現に向けたスケジュール（P11）参照 

想定事業規模 函館市内数箇所のエネルギーステーション、シェアリングポート配備から開始 

 

想定事業効果 エネルギーを拠点単位で統合的に管理することによる省エネ化 

地域情報（観光／交通／災害）等の発信拠点として機能することによる地域経済の活性化 

地域住民の運営サポートへの参画による地域コミュニケーションの活性化 

実施に向けての課題 

 
エネルギーポテンシャル調査／鉄道回生エネルギー利用の目途付け／公設民営方式等の施
設運営のあり方検討 

【プロジェクト②：多機能エネルギーステーションの構築による創蓄省エネ化推進】 

【参考：構想の実現に向けたリーディングプロジェクトの内容】 
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【参考：地域の特性（観光入り込み客数）】 

函館市の観光入り込み客数は，平成３年度に５００万人を超えて以来，年間５００万人前後で推移している。  

函館市HP「函館市の観光(平成24年度）」より 
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【参考：地域の課題（人口減少）】 

「人口減少」への対策として定住化促進施策を実施中 

総務省国勢調査より 

・昭和60年以降の人口減少及び世帯数の停滞（図4） 
・人口減少による昭和22年水準の現人口 

図4 函館市の人口推移 

・ちょっと暮らしin函館（※）等の定住化促進施策 
 を実施中（図） 
 
 

函館市HP函館市定住化サポートセンター 図 函館市定住化サポートセンター 

※函館の暮らしを体感してもらう為、長期滞在に対応した施設を 
  函館市定住化サポートセンターが紹介するもの 


